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　栃木県の景気の動向についても、それぞれの分野の動向をもとに前期からの変化の方向について説明し

ています。

【平成２２年７－９月期の県内外の経済情勢】

　景気の回復をけん引してきた生産や輸出は、増加の勢いが弱まり、おおむね横ばいの状況と

なった。

　消費面では、自動車販売に大きく影響してきたいわゆるエコカー補助がさらに８月頃から駆

け込み需要をもたらしたものの、９月上旬には終了となった。一方、猛暑が続き、家電、大型

小売店、コンビニエンスストア、外食産業の売上が伸びるなどの影響が表れた。

　為替市場は、景気減速の懸念が欧州に加え米国にも高まったことにより、さらに円高が進行

した。

　「とちぎの経済四季報」は、消費、投資、生産など様々な経済活動分野に関する主要統計指標の動向、

そしてそれぞれの分野の動向、さらに栃木県の景気の動向についてまとめたものです。

　まず各統計指標の動向については、

　季節変動のある実数値による指標の場合には、まず対前年同期比により当期の水準、次に対前年同

期比を原則として前期と比較することにより変化の方向(良くなっているか悪くなっているか)を説明

しています。（鉱工業指数、有効求人倍率以外）

　季節変動を除いた季節調整値による指標の場合には、季節調整値を前期と比較することにより水準

と前期からの変化の方向をあわせて説明しています。（鉱工業生産指数及び有効求人倍率）

　次にそれぞれの分野の動向については、各統計指標の動向をもとに前期からの変化の方向について説明

しています。

【平成２２年７－９月期の栃木県の景気の動向】

　消費、設備投資、生産は引き続き改善の方向にありますが、雇用は依然

として低い水準で推移しているなど、総じて見れば栃木県の景気は改善の

方向にはあるものの、緩やかな改善の動きとなっています。ただし、消費

の一部を下支えしていた国の施策の終了等もあり、今後の景気の動向に変

化が生じる可能性もあります。



　㈳全国軽自動車協会連合会　　　　　
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調査機関：㈳日本自動車販売連合会栃木県支部　

　消　費　：　状況は前期からやや改善しています。

◆大型小売店販売額（既存店ベース）◆

　大型小売店販売額（既存店ベース）は対前年同期比で0.8％減となりましたが、減少幅は前期（対前年

同期比2.5％減）から縮まりました。

調査機関：経済産業省(商業動態統計調査)　

調査機関：経済産業省関東経済産業局　

◆自動車(乗用車)新車登録・販売台数◆

　自動車(乗用車)新車登録・販売台数は対前年同期比で14.2％増（いわゆるエコカー減税・補助の影響も

考えられます。）となりましたが、増加幅は前期（対前年同期比22.6％増）から縮まりました。

▲ 3.5
▲ 4.7

▲ 7.5

▲ 5.8 ▲ 6.0 ▲ 6.1

▲ 4.4

▲ 2.5

▲ 0.8

-10 

-5 

0 

5 

20/7-9 20/10-12 21/1-3 21/4-6 21/7-9 21/10-12 22/1-3 22/4-6 22/7-9

（％）

対前年同期比

20/7-9 20/10-12 21/1-3 21/4-6 21/7-9 21/10-12 22/1-3 22/4-6 22/7-9

軽 台数 6,200 6,015 7,650 4,707 5,398 5,353 7,489 5,401 6,190

小型 台数 8,391 6,822 8,432 6,257 8,585 9,465 10,164 6,974 9,511

普通 台数 6,100 5,284 5,124 4,699 6,956 7,597 9,336 6,821 8,209

普通～軽 対前年同期比（右軸） ▲ 2.7 ▲ 13.7 ▲ 23.6 ▲ 18.5 1.2 23.7 27.3 22.6 14.2
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高額商品である乗用

車の販売等の動向から

家計の状況をうかがう

ことができます。一般

に景気が悪くなるに伴

い総台数は減り、売れ

筋が普通から小型、小

型から軽へと移る傾向

があります。

また、乗用車の新車

登録･販売の動向は、

燃料、外食、郊外小売

店などの関連産業にも

影響し、引いては景気

に及ぼす影響も少なく

ないため、今後の景気

の動向を占う一指標で

もあります。

なお、普通車、小型

車とは、いわゆる３ナ

ンバー、５ナンバー車

のことです。

生活関連商品を扱う百貨店、スーパー

など大型小売店の販売動向は家計の購買

意欲や節約志向を反映し、家計の状況を

うかがうことができます。一般に家計の

状況が悪くなると販売額は減り、主要商

品のうちでも飲食料品にくらべて衣料品

の売れゆきが悪くなる傾向があります。

なお、既存店ベースとは、当期･前年同

期とも存在した店舗について比較し、店

舗増減による変動を除く方法です。
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調査機関：国土交通省(建築物着工統計)　
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　住宅投資　：　状況は前期から改善しています。

◆新設住宅着工戸数◆

　新設住宅着工戸数は対前年同期比で3.0％増（前期は16.8％減）となり、前年同期を上回る状況に転じ
ました。

調査機関:国土交通省(住宅着工統計)　

　設備投資　：　状況は前期からさらに改善しています。

◆建築着工床面積（産業用）◆

　建築着工床面積(産業用)は対前年同期比で33.9％増となり、増加幅が前期（対前年同期比1.1％増）か

ら広がりました。

20/7-9 20/10-12 21/1-3 21/4-6 21/7-9 21/10-12 22/1-3 22/4-6 22/7-9

分譲住宅 戸数 383 383 416 337 408 362 386 397 328

貸家 戸数 1,968 2,081 1,694 1,601 817 1,625 1,103 1,065 935

持ち家 戸数 2,338 1,926 1,592 1,856 1,856 1,786 1,628 1,726 1,915

新設住宅 対前年同期比（右軸） 44.5 ▲ 3.3 ▲ 9.1 ▲ 24.9 ▲ 35.2 ▲ 15.4 ▲ 14.8 ▲ 16.8 3.0
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住宅新設の動向、特に

持ち家の動向は住宅需要

に対応し、所得との関連

も大きく、家計の状況を

うかがうことができます。

また、貸家、分譲住宅も

含めて住宅新設は、建築

資材、家具、家電などの

関連産業にも影響し、引

いては景気への影響も少

なくないため今後の景気

動向を占う一指標でもあ

ります。

20/7-9 20/10-12 21/1-3 21/4-6 21/7-9 21/10-12 22/1-3 22/4-6 22/7-9

面積 342,746 267,436 194,285 192,931 163,125 127,891 165,409 195,024 218,413

対前年同期比（右軸） 80.2 ▲ 27.3 ▲ 22.1 ▲ 16.8 ▲ 52.4 ▲ 52.2 ▲ 14.9 1.1 33.9
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民間企業の工場、店

舗、事務所等の建築に

ついて着工時点で床面

積ベースで把握するも

のであり、設備投資の

状況をうかがうことが

できます。

また、民間企業の建

築は、一般に生産の拡

大につながるとともに、

建築資材、機械設備な

ど関連産業にも影響し、

引いては景気への影響

も少なくないため、今

後の景気の動向を占う

一指標でもあります。



　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　調査機関：厚生労働省栃木労働局　

◆雇用保険受給者実人員◆

　雇用保険受給者実人員は対前年同期比で37.8％減となりましたが、減少幅は前期（対前年同期比39.1％

減）から縮まりました。

調査機関：厚生労働省栃木労働局　
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　生　産　：　状況は前期から改善しています。

◆鉱工業生産指数◆

　鉱工業生産指数は96.3となり、前期（95.1）から上昇しました。

                                                                     調査機関：栃木県統計課(栃木県鉱工業指数)

　雇　用　：　状況は前期とほぼ同じです。

◆有効求人倍率（除学卒）◆

　有効求人倍率は0.52倍となり、前期（0.46倍）から上昇しました。

20/7-9 20/10-12 21/1-3 21/4-6 21/7-9 21/10-12 22/1-3 22/4-6 22/7-9

鉱工業生産指数 100.1 88.1 73.1 79.2 82.9 88.3 91.8 95.1 96.3
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主な鉱工業製品の生産量

について平成17年の月平均

生産量を100として指数化

したものです。

生産は、一般には需要に

対応して又は需要を見込ん

で行われるため一般に景気

を反映し、雇用等にも影響

します。

公共職業安定所で扱った

求人数を求職者数で割って

求める倍率であり、民間企

業を中心とした雇用の状況

をうかがうことができます。

倍率が高いほど求職に対す

る求人がより多い状態をあ

らわし景気の水準がうかが

えるとともに、一般に倍率

が上昇しているときは景気

がよくなっているときであ

るため景気の方向性をもう

かがうことができます。

失業して雇用保

険の失業給付を受

けた人数であり、

民間企業を中心と

した雇用の状況を

うかがうことがで

きます。一般に景

気が良くなるに伴

い減少します。



(H17=100)

　景気動向指数　ＣＩ一致指数（参考）

　景気動向指数 ＣＩ一致指数は、景気とほぼ一致して動くいくつもの指標の量的な動きを合成したもので

す。

（折れ線の向きは景気の変化方向、折れ線の上がり幅・下がり幅は景気変動の大きさを
表します。）

調査機関：栃木県統計課(栃木県景気動向指数)　
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調査機関：㈱東京商工リサーチ宇都宮支店　

　企業動向　：　状況は前期とほぼ同じです。

◆企業倒産件数◆

　企業倒産件数は対前年同期比で16.7％増となりましたが、増加幅は前期（対前年同期比17.1％増）から

縮まりました。

20/7-9 20/10-12 21/1-3 21/4-6 21/7-9 21/10-12 22/1-3 22/4-6 22/7-9

倒産件数 41 45 47 35 36 32 50 41 42

前年同期比（右軸） 115.8 18.4 30.6 ▲ 32.7 ▲ 12.2 ▲ 28.9 6.4 17.1 16.7
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倒産した企業の件数(負

債総額1,000万円以上)で

あり、一般に景気が悪く

なるに伴い増加します。

（倒産件数が数値として

小さいため、対前年同月

比は大きく増減すること

があります。）
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